
1 
 

様式第３号 

会  議  録 

会 議 名 

（付属機関等名） 
第１回川西市特別職報酬等審議会 

事 務 局 （担当課） 総務部職員課 

開 催 日 時 令和３年７月２６日（月） 午後６時００分から午後８時００分 

開 催 場 所 川西市役所４階 庁議室 

 

出 

 

席 

 

者 

委 員 

岩見 和彦       大智 靖志      安達 絵里        

藤崎 陽子       出口 公利      熊手 輝秀 

藏原 亜紀 

そ の 他  

事 務 局 

総務部長       総務副部長       職員課長 

職員課給与労務管理担当課長   職員課主任    職員課主任

職員課主事 

傍聴の可否 可 傍聴者数 ０人 

傍聴不可・一部不可の

場合は、その理由 
 

会 議 次 第 

１ 開会 

２ 委嘱状交付 

３ 市長あいさつ 

４ 委員自己紹介及び職員紹介 

５ 議事 

(1)  川西市特別職報酬等審議会の運営及び会議公開要綱等につ

いて 

(2)  会長及び会長職務代理者の選任について 

(3)  川西市特別職報酬等の額について（諮問） 

(4)  前回の答申及び参考資料の説明について 

(5)  今後の審議会の進め方について 

(6)  その他 

６ 閉会 

会 議 結 果 別紙審議経過のとおり 
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それでは、ただいまより、第１回川西市特別職報酬等審議会を開会させていただきま

す。 

皆様、大変お忙しい中、当審議会委員のご就任を快くお引受けいただき、厚く御礼申

し上げます。 

本日は、会長が選出されるまでの間、職員課の給与労務管理担当課長の清原が進

行を担当させていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

なお、本審議会は、川西市参画と協働のまちづくり推進条例第 10 条の規定により、

公開で行いますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、まず初めに、皆様方へ川西市特別職報酬等審議会委員の委嘱状を越田

市長により交付させていただきます。委嘱状の交付は、お手元にお配りしております名

簿順にさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

 

〈委嘱状交付〉 

 

それでは、続きまして、越田市長よりご挨拶を申し上げます。 

 

本日は委員の皆様、大変お忙しい中、川西市特別職報酬等審議会を開催させてい

ただいたところ、お集まりいただき、また快く委員のご就任にご協力いただきましたこと、

市長として、この場をお借りいたしまして厚く御礼を申し上げます。本当にありがとうござ

います。 

川西市政の状況、特別職報酬等審議会は４年ぶりということでありますが、私が市長

に就任してちょうど３年弱となります。正直この３年間何をしていたかというと、１年目は

いろんなチャレンジをしていこうということだったのですが、２年目以降はコロナ、コロナ

で、今年はもうワクチン、ワクチン。そして今、第 5 波がきているという状況で、コロナ対

応しながらワクチンを打つという状況になっておりまして、市政自身はいろんなものを先

送りというか、ちょっと時間をかけていこうということで、少し運用を変えていきながら取

り組んでいるという状況でございます。 

ただ一方、職員の待遇をどうしていくのかということは、基本的に人事院勧告という一

つの大きな基準を目途に考えていくということですが、特に私も含めた特別職の報酬を

どうするかということは、意思決定をできる我々が、我々の都合で考えるのではなくて、

やはり定期的に市民の皆さん、また専門家の皆さんにしっかりとご議論をいただいた上

でご決定をいただき、答申をいただいて、我々が最終判断する際の参考とさせていただ

きたいというのが、今回の大きな趣旨でございます。 

時代が非常に大きく変わってきておりまして、我々、特別職の報酬をどのように見て

いくのか。市民の皆さんの声というのも厳しい状況がある中で、しっかりと、聖域なくとい

うお声がありますが、様々な観点からご議論をいただきたいというのが今回の趣旨でご

ざいますので、私の顔を見ながらというよりも、本来のあるべき特別職の報酬の形とい

うのをご提案いただきたいというふうに思っております。 

また、本来の問題とは少し異なる部分にはなりますが、私として、是非お願いをした

いことがあります。私自身、市長として退職手当をいただくという立場になっております
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が、そのことについてです。 

退職手当組合等があるということもあって、制度上の枠組みの中での課題というのは

ありますが、給与と退職手当というものを総額として見たときに、本当に適当な金額で

あるのか、こういったことも含めてご議論をいただいた上で、答申をいただきたいという

ふうに思っております。 

このコロナの中で、それぞれの皆さんのお仕事、事業等がお忙しいという状況で、

我々にお力をお貸しいただくということになりますが、忌憚のないご意見をいただけれ

ばと思っておりますので、どうかよろしくお願いをいたします。 

 

ありがとうございました。 

それではここで、本日お集まりの皆様方のご紹介をお願いしたいと思います。 

 

〈委員紹介〉 

 

皆様、ありがとうございました。 

続きまして、事務局職員の自己紹介をさせていただきます。 

 

〈事務局紹介〉 

 

それでは、ここから次第に基づきまして、議事に移りたいと思います。 

まず初めに、議事（１）の川西市特別職報酬等審議会の運営についてご説明させて

いただきます。 

それでは、資料１の川西市特別報酬等審議会規則をお開きください。 

主だったところのみ説明させていただきますが、第２条第１号から３号におきまして、

審議会は市長の諮問に応じ、議会の議員の議員報酬等の額、市長、副市長及び教育

長の給与、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、農業委員会及び固定資産評

価審査委員会の委員、並びに監査委員の報酬等の額に関する事項を審議するとあり、

この後、特別職報酬等の額につきまして、審議会へ諮問させていただく予定です。 

また、第３条では、審議会は委員 10 人以内で組織すると規定し、次の第４条では委

員選出区分をお示ししております。なお、今日お集まりの皆様は、この第４条を根拠に

選出させていただいております。委員の総数は７人でございます。 

さらに、第５条では会長及び、会長職務代理者の設置につきまして規定しており、第

２項において、会長は委員の互選によって定める。第４項では、会長に事故があると

き、または会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員が職務を代理するとして

おります。後程、この第２項に基づきまして、会長及び会長職務代理者を選出していた

だきます。 

続きまして、第６条では、会議の成立要件等につきまして規定しております。第２項で

は、審議会は委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことは出来ないとしており

ます。本日の出席委員は７人ですので、この場をお借りいたしまして、会議は成立して

おりますことをご報告させていただきます。 
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説明は以上でございます。 

続きまして、資料２につきましてご説明をさせていただきます。 

本審議会は、川西市参画と協働のまちづくり推進条例第 10 条に規定しております付

属機関等に該当いたします。 

同第３項では、市は付属機関等の会議を公開するものとすると定められており、法令

等に規定があるものを除き、会議の公開が義務づけられていることから、その公開等に

係る運用の詳細をお示ししております。２ページの会議公開運用要綱第８条では、会議

の傍聴について、川西市情報公開条例に規定する公開情報に該当する者を除き、会

議は原則として傍聴を定めることとしております。 

また、第９条では、会議録の公表等について記載しております。第２項及び第３項で

は、会議録は１ヶ月以内に会議録の素案を作成したうえ、会長に承認をいただき、市の

ホームページ等で公開することとしております。このため、事務局では、会議の録音をさ

せていただきたいと思いますので、ご了承願います。なお、この会議録の承認方法でご

ざいますが、本来であれば、会議録の素案をメール等で各委員の皆様にお送りさせて

いただき、各自のご発言を確認いただいたものを、事務局で調整した後、会長にご承認

いただく流れではございますが、公表までの時間の制約等もございますことから、会議

の要旨を、事務局の責任で調整し、会長の承認を経て公開させていただきたいと考え

ておりますので、重ねてご了承いただければと考えております。 

続きまして、４ページの傍聴要領ですが、傍聴に関する必要な事項を規定しておりま

す。 

第２条では、傍聴を希望する方について開催場所において会議を傍聴したい旨、係

員に申入れたうえ、傍聴席に着かなければならないと規定し、以下、傍聴出来ないもの

や、傍聴者が守るべき事項を規定しております。 

以上、雑駁ではございますが、それぞれ要綱、要領という形でお示しさせていただき

ました。 

そのほか、各手続きに関する庶務の関係事項は、事務局であります職員課で対応い

たしますので、何かございましたときにはご連絡等いただければと思います。 

説明は以上でございます。 

 

続きまして、ただいまご説明をさせていただきました、審議会規則第５条の規定に基

づき、議事の（２）会長及び会長職務代理者の選任についてお諮りしたいと存じます。 

同規則第５条では、会長は委員の互選によって定める。会長職務代理者は会長の

指名する委員がその職務を代理すると規定しておりますが、本日が初めての顔合わせ

でもございますので、事務局から推薦させていただいたうえ、ご了承を得たいと存じま

すがよろしいでしょうか。 

 

＜異議なし＞ 

 

ありがとうございます。では、事務局からご提案させていただきたいと思います。それ

では会長には、岩見和彦委員。会長職務代理者には大智靖志委員をご推薦させてい
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ただきますが、ご承認いただけますでしょうか。 

＜異議なし＞ 

 

ありがとうございます。それでは、委員の皆様にご承認いただきましたので、会長を

岩見委員、会長職務代理者を大智委員にお引き受けいただくことといたします。岩見会

長、大智会長職務代理者、恐れ入りますが、席の移動をお願いいたします。 

 

＜会長、会長職務代理者、指定席に移動＞ 

 

それでは、代表いたしまして、会長より一言御挨拶をちょうだいしたいと存じます。 

恐れ入りますが、岩見会長よろしくお願いいたします。 

 

＜会長挨拶＞ 

失礼いたします。岩見です。 

おそらく事務局としては、７年前、４年前の審議会に携わったから、これまでの議論も

熟知しており、無難にやってくれるのではないかという思いで、依頼をしてこられたと思

うのですけれど。本来なら、審議会の委員は、再任、留任がなるべく少ないのが健全で

あろうと、私自身ずっと思ってきた人間です。いささか自己矛盾を抱えているのですけれ

ども、事務局には、若手職員で信頼できる人もおられますので、最後のご奉公をさせて

いただくということで、決断いたしました。よろしくお願いします。 

これまで、この審議会以外では柴生市長のときにＳＲ作戦と言われた行財政改革の

審議会の会長などをお引き受けしたことはございますが、事務方はもちろんですけれど

も、委員お一人お一人のご協力、ご支援なくしてはとうてい務まるものではありません。

どうか皆さんで非力な私めを支えてくださるよう、よろしくお願いいたします。 

 

岩見会長ありがとうございました。 

次に、川西市特別職報酬等審議会規則第２条に基づき越田市長より審議会に対し

て諮問をいたします。 

 

＜諮問＞ 

 

ここで、越田市長は別公務のため退席をさせていただきますので、ご了承願います 

 

＜市長退席＞ 

 

それでは、ここからの進行は、岩見会長にお願いいたします。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 

今、ご覧の通り、市長から当審議会に関して、諮問を頂戴いたしました。 

委員の皆様の活発なご意見というものを何とか集約して、特別職報酬等の額に関す
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る答申を、まとめて参りたいと思っております。 

なお、本日は議事の関係上、会議時間を概ね１時間半程度として、８時頃には閉会

できるように進めて参るつもりでありますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、早速でございますけれども、議事４の前回の答申内容及び参考資料につ

いて、事務局よりご説明をお願いいたします。  

途中で質問などをしたい点も出てくるかと思いますけれども、進行上の問題もありま

すので、全体の説明が終了した後、一括してお受けしたいと思いますので、メモなどを

取って、後でご質問いただきたいと思います。 

それでは、事務局より前回の答申内容及び参考資料について、長くなりそうですが、

ご説明をお願いいたします。 

 

それでは、資料３及び資料４について、続けてご説明をさせていただきます。 

まず、資料３－１ページをご覧ください。こちらが前回、平成 29 年に開催した審議会

の答申でございます。平成 29 年７月 10 日付で市長から諮問をさせていただき、市長、

副市長及び教育長の給料の額、及び議会の議長、副議長及び議員の報酬の額、並び

に行政委員会委員及び監査委員の報酬の額について、延べ７回にわたり議論を重ね、

また慎重にご検討いただき、平成 29年 10月 23 日付で答申をいただいたものでござい

ます。 

では、答申の内容についてご説明いたします。前回の審議会では、審議の結果、川

西市の一般職全体の給与改定率を基準として、報酬額の答申をいただきました。 

まず、１ 市長、副市長及び教育長の給料の額、及び議会の議長、副議長及び議員

の報酬については、平成 26 年度から平成 28 年度までの一般職の給与改定率である

3.7％の減額として答申をいただいたものでございます。 

次に、１ページ下部から２ページにかけての２ 行政委員会の委員及び監査委員の

報酬については、前回初めて諮問事項となったもので、平成４年度以降、全体的な報

酬の改定を行っていない項目でございました。そのため、平成４年度から平成 28 年度

までの一般職の改定率である 5.5％の減額を基準としながら、各委員の報酬の経緯

や、勤務特性等を考慮した上で、記載の通りの答申をいただいたものでございます。 

次の、改定の実施時期等によっては、適切な報酬の改定時期の答申をいただくとと

もに、本審議会は市長等の特別職の任期である４年を目途に、定期的に開催すること

が望ましいとの答申をいただいたところでございます。３ページ以降では、審議経過及

び内容といたしまして、五つの項目に分類し、（１）審議の方法、（２）基本的な考え方、

（３）と（４）で、改定額の決定における検討内容、（５）審議にあたり検討した主な資料と

してまとめていただいております。このうち、（１）審議の方法として、前回の審議会では

市長、副市長、教育長及び議長を A 群、行政委員会の委員及び監査委員を B 群とし

て、二つのグループに分けてご審議いただきました。 

その上で、（３）では A群である市長、副市長、教育長及び議員の改定額の検討内容

を、（４）ではＢ群である行政委員会及び監査委員の検討内容をまとめていただいてお

ります。 

３ページから４ページにかけて、（３）のＡ群の検討の中では、比較のための対照群と
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して、阪神６市のほか、国の基準で分類される類似団体 27 市を比較対照の候補として

取上げていただきました。議論の結果といたしましては、行政、生活圏が類似している

阪神６市を中心に考えるのが、最も適切であるとの結論をいただいたものでございま

す。 

また、改定率の算出に際し、川西市の一般職との比較を重視するに当たり、一般職

全体の改定率と、一般職の最高職である部長級の改定率のどちらに準拠するかにつ

いても議論いただきました。議論の結果といたしましては、一般職全体の改定率に準拠

することとされましたが、この点については、重要な論点として、引き続き検討する必要

があるとして付記いただいております。 

４ページ下部からは、（４）Ｂ群の検討についてまとめていただいております。その中

では六つの検討視点として、５ページ下部から、委員会の権限、業務の対象、職務の

専門性、常勤型・事案対応型等の勤務類型、６ページに移りまして、勤務特性、本市特

有の事象の有無についても中心に検討を行っていただきました。その結果、常勤性が

低いと整理出来た選挙管理委員会の委員、公平委員会の委員長及び同委員につい

て、月額制から日額制に改定することが妥当であるという答申をいただきました。また、

農業委員会の委員については、本市特有の事情があることは認められたものの、阪神

６市と比べて報酬は高い状況でありましたので、農業委員会の設置がない芦屋市、広

大な農地面積を有する三田市を除く、阪神４市の報酬の平均値を基準として、報酬額を

算出することが適当であるという答申をいただきました。 

10 ページ下部からは、付帯意見として、（１）市長、副市長、教育長の地域手当及び、

期末手当（議員を含む）について、（２）行政委員会の勤務日数、勤務時間について、

（３）報酬等に関する、阪神地区の特性についての３点につきまして、今後の検討課題

としてご意見をいただきました。 

以上が簡単ではございますが、前回の答申内容の説明でございます。 

 

続きまして、資料４の参考資料の説明に移らせていただく前に、休憩及び部屋の換

気をさせていただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。ご了承いただきましたの

で、５分程度休憩とし、再開は 6時 40 分とさせていただきたいと思います。 

 

〈休憩〉 

 

それでは再開させていただきます。続きまして、資料４の参考資料の説明に移らせて

いただきます。 

１ページをお開きください。まず、特別職報酬審議会は昭和 39 年自治事務次官から

その設置について、指導通達がなされたものございます。通知の冒頭の下線部に記載

されておりますように、地方公共団体の特別職の職員の報酬等について、第三者機関

の意見を聞くことにより、その一層の公正を期する必要があると認められているので、

下記要領により速やか措置されたく、命によって通知するとされており、川西市におき

ましても、昭和 40 年に特別職報酬等審議会条例を制定し、審議会を設置したものでご

ざいます。 



8 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、昭和 52 年からは、川西市附属機関に関する条例が制定され、当該条例に記

載の審議会について、組織及び運営に関する必要な事項は規則で定めるとされたこと

から、特別職報酬等審議会条例を廃止し、川西市特別職報酬等審議会規則を制定し、

この規則に基づき、審議会の運営を行っているものでございます。 

続きまして、２ページをお開きください。こちらは、昭和 63年度、平成 4年度、平成 26

年度、平成 29年度に実施された特別職の報酬等の改定状況を示した資料となります。

いずれも特別職報酬等審議会を開催し、報酬等の額について答申をいただき、川西市

市議会議員の議員報酬等に関する条例、川西市特別職に属する常勤の職員の給与に

関する条例の改正につきまして、市議会の議決を経て、改定が行われたものでござい

ます。 

表の下段に改正の考え方という欄がございますが、改定に当たりましては、人事院

勧告による改定率を考慮しながら市が独自で決定した、川西市の一般職の給与改定

率をもとにしまして、改定が行われてきております。 

なお、教育長につきましては、平成 29 年度の特別職報酬等審議会より、新たに諮問

の対象となりましたが、それまでの改定につきましては、他の特別職に準じて改定して

きております。 

３ページをお開きください。阪神７市の市長、副市長、教育長の給料の状況でござい

ます。各市の特別職の給与等の決定要素といたしましては、人口規模や財政状況な

ど、様々な条件が影響しておりますので、単純に比較できるものではありませんが、こ

こでは情報としてお示しをさせていただくものでございます。 

ご覧の通り、川西は特別職、それぞれの給料の額、及び人口規模のどちらも、阪神７

市の中では、順位が５位という状況となっております。なお、題名の所にございます本

則というのは、時限的な給料の削減を行っていない金額、いわゆる条例本則での金額

を記載していることをあらわしているものでございます。 

４ページをお開きください。こちらの表では、阪神７市の条例本則額をもとに、市長、

副市長、教育長の年収を試算しています。年収の算定方法ですが、毎月支給される給

料月額に 12 月を掛けた数字に、期末手当の支給額を足した数字が年収となっていま

す。期末手当は、6 月、12 月の二回の支給となりますが、この表では合計額を記載して

います。川西市の例で説明させていただきますと、川西市では、市長、副市長、教育長

に、地域手当 10％を支給していますので、給料月額 1.1 を掛けた数字に 12 月を掛け、

期末手当を足した数字が年収となります。期末手当の算出方法につきましては、本ペ

ージ下段の算定方法に記載しています。 

地域手当についてですが、阪神間で、地域手当を特別職に支給している市は、川

西、伊丹市、宝塚市となっています。いずれにしても、一般職に支給している割合を、特

別職も支給しています。地方自治法で、普通地方公共団体の長、及びその補助機関で

ある常勤の職員に支給できる手当の一つとして規定されており、国においての特別職

にも支給されています。 

表の左から３番目の期末手当についてですが、①川西市、③西宮市、④芦屋市、⑦

三田市の４市が、支給月額を 4.45 月、役職加算 20％としており、⑤伊丹市、⑥宝塚市

の２市が支給月額 3.35 月、役職加算 20％、管理職加算 25％としています。②尼崎市



9 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会長 

 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が支給月額 3.35 月、役職加算 45％としております。 

川西市を含む４市が、一般職職員の支給方式に準拠した団体であるのに対し、伊丹

市、宝塚市は、国の指定職の支給方式に準拠しています。 

次に、表の右側でございます。年収の項目をご覧ください。条例本則額で、年収を比

較すると、阪神間で川西は市長が５位。副市長が６位、教育長は４位となっております。  

５ページをお開きください。５～６ページでは、阪神間の市長・副市長・教育長の給料

月額の改定状況をお示ししております。これらは条例本則額を記載しております。川西

市の例でご説明させていただきますと、直近の改定時期は平成 30 年４月１日となって

おり、その前は平成 27 年４月１日、もうひとつ前は平成４年４月１日となっています。そ

れらの改定はすべて減額改定を行っていることがわかります。 

７ページをお開きください。これらは、県内 29 市の市町、副市長、教育長の給料を一

覧にしたものでございます。政令指定都市である神戸市や中核市である尼崎市、西宮

市などとは、人口規模等も異なり、単純に比較することは出来ませんので、あくまでも兵

庫県下における状況をお示ししたものとご理解いただければと存じます。 

 

本則というのが何度も出てきていますが、具体的にもう少し詳しく説明してください。

市長が何割カットとか、そういう話だと思いますが。そこを説明してください。 

 

ご説明申し上げます。 

現状ですが、当市長につきましては、財政状況を鑑みた給与カットといたしまして、給

料の 15％を削減しております。同じく、副市長におきましては、給料の 10％の削減をし

ております。 

 

そんな形で条例では、この額と決まっているけれど、いろんな事由からでしょうね。自

ら条例で決まった額よりもカットすることを議会で可決してもらうとその額となる。 

しかし、そのカット後の額で議論したら、何も議論が出来ないので、条例で決まってい

る額で比較するしかないだろう。それが、本則というものになります。 

それぞれの人がどういうカットをしているかということは考慮から外すという建前で資

料を見ていただければと思います。 

 

それでは、８ページの、議長、副議長、議員の説明を続けさせていただきます。この

表は、阪神７市の議長、副議長、委員の報酬の状況でございます。川西市は議長、副

議長、議員全て６位となっております。また、川西市を除いた阪神６市の平均額と比較

いたしますと、それぞれ下回っている状況となっております。 

９ページをお開きください。こちらの表では、阪神７市の条例本則額をもとに議長、副

議長、委員の年収を試算しています。条例本則額で比較すると、年収の項目のとおり、

１番目の川西市の議長が 4位。議長は 4位、議員は 5位となっております。 

続きまして 10 ページをお開きください。10 ページから 11 ページにかけては、阪神間

の議長、副議長、議員の報酬の、給料月額の改定状況をお示ししております。これら

は、条例本則額を記載しております。川西市の例でご説明させていただきますと直近の
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改定時期は、平成 30 年４月１日となっており、その前は平成 27 年４月１日。もう一つ前

は、平成４年４月１日となっています。特別職同様に、これらの改定は、全て減額改定を

行っていることがわかります。続いて 12 ページをお開きください。これらは、県内の 29

市の阪神間の議長、副議長、議員の報酬をお示ししたものです。先ほどの特別職同様

に、政令都市で神戸市や中核市である尼崎市、西宮市等とは、人口規模等も異なりま

すことから、単純に比較することは出来ませんので、あくまでも兵庫県下における状況

を示したものとご理解いただければと存じます。 

13 ページをお開きください。市長等の給料、報酬の条例本則額と、議員報酬に対す

る割合について、その団体の議員の報酬額を 100 とした場合の、それぞれの市長等の

割合を表したものです。この資料は、絶対的な額である給料、報酬額について、相対的

な基準をお示ししているもので、参考資料としていただければと存じます。なお、川西市

で言いますと、給料については、市長の条例本則額の対議員報酬の割合は 172 となっ

ております。また、副市長では 140、教育長では 122 となります。 

14 ページをお開きください。これは 13 ページの年収版の表となります。 

続いて、15 ページをお開きください。こちらは、一般職の給料改定の状況を示したも

のでございます。前回の答申で反映しました平成 28 年度を起点といたしまして、平成

29 年度以降の給与の改定率を示しておりますが、本市の一般職の給与改定について

は、人事院から毎年出される人事院勧告を考慮して行ってきております。この人事院勧

告は、国家公務員の給料を決定するに当たり、給与水準を民間企業従業員の給与水

準と均衡させることによる、いわゆる民間準拠を基本に行われているものです。 

本市のように、人事委員会を持たない地方公共団体が多くは、この人事院勧告に基

づく国家公務員の給与改定に準じることにより、民間を始め、他の公共団体の給与や

処遇に準拠させることとなりますので、人事院勧告を考慮して給与改定を行っていると

ころです。平成29年度人事院勧告であるプラス0.15％の見送りをいたしましたのは、本

市の厳しい財政状況等を考慮したものでございます。なお、規定となります平成 28 年

度と、令和２年度を比べてみますと、100.3％となっております。 

16 ページをお開きください。これは川西市における一番役職の高い部長級の給与改

定率をもとに作成した資料であります。川西市の一般職の給与改定率の平均が、平成

28 年度の 100.3％であったのに対し、部長級の給与改定率の平均は、平成 28 年度比

の 100.1％であったことをお示しした資料になります。 

17 ページをお開きください。前回の審議会のいうところの、Ｂ群である行政委員会の

制度及び趣旨について、お示ししたものです。行政委員会とは、地方自治法第 138 条

の、及び第 180 条の５に基づき、都道府県及び市町村に設置が義務付けられている執

行機関たる委員会または委員であります。行政委員会制度は、戦後、首長への権限集

中排除や、民主化政策の推進の観点から導入されたものであり、地方自治法及び個別

法で、市町村には、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会もしくは公平員会、農

業委員会、固定資産評価審査委員会の５つの合議制の委員会と監査委員を置くことと

されております。 

行政委員の報酬につきましては、地方自治法で、勤務日数に応じて支給する日額制

とされていますが、ただし書きにおきまして、条例で特別の定めをした場合はこの限りで
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ないとしており、月額制や年額制による支給につきましてもできることが定められている

ものです。 

18 ページをお開きください。川西市の行政委員会報酬の改定状況をお示ししたもの

です。平成４年の改定後、20 年以上全体的な改定を行っていなかったものを、前回の

審議会において答申をいただいき、平成 29年に改定を行っております。 

19 ページをお開きください。阪神７市の行政委員会報酬の状況をお示ししたもので

す。本市において月額制を採用しておりますのは、教育委員会、選挙管理委員会の委

員長、監査委員、農業委員会となっており、日額制が選挙管理委員会の委員、公平委

員会、固定資産評価審査委員会でございます。なお、阪神７市の状況については、固

定資産評価審査委員会以外では、月額制が多い状況となっておりますが、選挙管理委

員会委員以外で宝塚市が日額制を、20 ページの公平委員会について、伊丹市、宝塚

市が日額制を採用しており、三田市では年額制を採用しているところです。 

説明は以上ですが、この行政委員会の報酬等の額につきましては、次の（５）今後の

審議会の進め方について、においてご説明させていただきますが、審議会の第３回目

以降にご審議をいただく予定としております。 

つきましては、行政委員会の所掌事項や、定数等の詳細な資料は、それまでに改め

て提出をさせていただきますので、ご了承いただきますようよろしくお願いいたします。 

説明は以上です。 

 

ありがとうございました。 

私が途中で、本則のところについて質問をして、回答いただいたのですけど、それ以

外のところで分かりにくかったところ、気が付いたところがありましたら、お尋ねいただき

たい。いかがでしょうか。 

 

先程、市長のご挨拶で、退職手当も含めた報酬の額について検討を、というお話が

ありましたが、どこまでがこの審議会の射程範囲として扱うことができるのかというとこ

ろは、どこかの段階で話をしておかないといけないと思います。年収を比較するという

場合、退職手当は、今回の表には入っていないので、それも含めた報酬という形で、全

体的に見るべきなのか。この審議会の役割の中で、報酬等の中に退職手当が入ってい

るものと考えるのか。そのあたりは、確認をしないといけないのではないかと考えます。 

 

退職手当については、諮問事項として記載されてはいないので、極端な言い方をす

れば、今回の諮問対象とはせず、別の機会に出してもらいたい、というお返しの仕方も

あると思いますけれども、市長はご自分の総収入について、報酬、給料など全体を見た

ときに、退職手当を加味したうえで多いのか少ないのかを含め、退職手当制度につい

てしかるべきところで議論してもらって、納得されたいのだというように私は勝手に感じ

ておりました。それを踏まえて、ひとつ事務局ともいろいろ話しながら、この審議会でどう

いう扱いをしていくのか、市長の思いに対して、審議会として何とかお答えするよう努力

をしてみようとなるのか。その辺の論点等を整理して、出来ること出来ないことを見極め

たいと思います。 
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それ以外何かございませんでしょうか。 

 

厄介なのは、これが正しいとか、何か法則があるわけでもない。だから、他市とか今

の民間の状況などいろいろなことを総合的に考慮して、このぐらいが妥当ではないかと

考えて、絞っていかざるを得ないのでは。 

 

審議会のこれは宿命ですね。絶対にこの額が正しいとか客観的な額を出すことはま

ず不可能だと思います。何回か出ましたけど、結局国家公務員なり、人事院勧告という

ものを頼りにせざるを得ない。また、民間企業の方からすれば、少なくとも市役所の職

員の給与に関しては、こうしたらいいのではないかとか、様々な意見があるかもしれま

せん。でも、市長や議員となると、別な物差しを持ってこないと、議論が出来ないという、

ある種のもどかしさがありますね。それから、あの手この手でいろんなものを比較したり

しますが、所詮比較ですから、それが本当に妥当なのか、適切なのかどうかというの

は、判断は出来ないので、本当に変な感触がずっと残ると思いますけれど、やれること

をやろう、これでいきましょう。 

１回目ということで、事前にこれだけのものは、情報としてお示ししておこうと事務局

が用意してくださった資料の説明でした。そのいわば周辺の部分や背景を少しでもお役

に立てればと思って私なりに雑談風にお話しました。 

また、次回以降はもう少し具体的に踏み込んだところで、論点もクリアにした形でご審

議いただくことになろうかと思います。今回は取りあえずここまでということで、ご説明を

事務局から受けた形とさせていただきます。 

では、次の議事に移りたいと思います。 

議事５の今後の審議会の進め方についてということでお願いいたします。 

 

それでは、審議会のスケジュール案につきまして、ご説明させていただきます。 

お手元の資料５をご覧ください。私どもといたしましては、11 月上旬ごろを目途に答

申をいただきたいと考えております。 

本日は初回でもございますので、市からの報告事項が中心でしたが、次回以降は、

本日の諮問に基づき、「特別職の報酬等の額」について本格的にご検討いただきたい

と思います。委員の皆様方の普段の活動の中でお感じになっている、本市特別職の報

酬のあるべき姿にもとづき、様々な角度から活発なご議論いただければ幸いでござい

ます。 

なお、この審議会の審議事項は市長、副市長、教育長の給与及び議員の報酬の額

と、加えて行政委員会の報酬についてとなっております。 

今後の審議の流れとしましては、第２回と第３回の前半にて、まず市長、副市長、教

育長の給与及び議員の報酬の額につきましてご審議いただき、改定案の確定を考えて

おります。 

その後、審議の進行状況を見てということになりますが、第３回目の後半と、第４回目

の前半にて、行政委員会の報酬の額につきましてご審議いただき、それまでの議論を

踏まえ、第４回目の後半におきまして答申案の作成をお願いしたいと考えています。 
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事務局 

 

会長 

 

 

 

 

 

 

最終第５回目には、市長へ「答申」という形でお返しいただきたいと考えており、答申

を受け、市議会においてご審議賜りたいと考えております。 

説明は、以上です。 

 

できるでしょうか。一応、月１回というふうなことを想定されて、５回目の 11 月上旬に

は答申をするというスケジュールです。 

真ん中の３回で、中身をつくらなきゃならない。先程、話にあがった市長の退職手当

の話になると、もっと時間を要すると思います。そのようなことを含めて、あと数回、プラ

スアルファの会合を持つというようなことは可能でしょうか。 

 

状況によって、開催回数を増やしていただき熱心に審議いただくことはありがたいこ

とです。こういう状況ですので、一堂に介して会議を開催していただく方法もあれば、リ

モートで開催する方法など、いろいろな方法がありますので、状況によって弾力的にご

判断いただいたら、非常にありがたいと思います。 

 

ということは、退職手当が範疇に入るのですか。 

 

それはまだ決まっていません。 

 

それは何か規定で初めから入っていると、決まっているものではないのですか。 

 

市長の退職手当につきましては、兵庫県下で組合があります。そこで、支給率などが

決まっておりますので、自由に動かせない部分も多分にあるのですけれど、今おっしゃ

っていただいたように、これまでは退職手当がいくらで、給料がいくらでと、全体を通して

見ていただいたことはなかったという話ですから、退職手当も含めてみると、４年間でど

れぐらいの収入になるのか見ていただいた上で審議をいただくというのも、一つの方法

かと思います。我々もそういう視点で資料を作ったことがありませんが、参考として見て

いただけるような資料を次回準備します。 

 

副市長、それから教育長も組合に入っているのですか。 

 

入っています。 

 

 そうなると、市長の問題だけではなくなりますね。逆に、他の方の退職手当もいれて、

揃えて議論しなきゃいけなくなる。本格的に見直しとなるとなかなか難しいですね。 

その辺もう少し、いろんな可能性、或いは、どこかだけ突っ込んでしまい、バランスが

とれない答申になってはまずいでしょうから、そういうことも含めて、どう扱うかということ

は少し考えておきます。そのうえで皆さんにもご審議いただくことにしましょう。 

それでは、弾力的に考えていいという、事務局からの言質を取りましたので、５回の

審議で決めきれないということも、想定したいと思います。 
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開催にあたっては、今はリモートなどいろいろな方法もありますので、メールなども含

めて工夫はしていきたいと思っております。なるべく負担を少なくしたいと思いますけれ

ども、審議内容に関してはどうかお知恵を貸していただきたいと思います。 

時間の関係で次に進めさせていただきます。では、議事６のその他へ移りたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 

それでは、次回の開催日程についてご報告させていただきます。 

事前に委員の皆様よりご提出のありました日程調査票の集計をさせていただきまし

たところ、リモートでの出席予定の方がいらっしゃいますが、第２回目は、８月 17日（火）

15 時からとさせていただきたいと思います。 

開催場所等の詳細につきましては、事務局より、開催案内を送付させていただきま

すので、よろしくお願い申し上げます。事務局からは以上です。 

 

では、次回の日程はそれでよろしいでしょうか。よろしくお願いいたします。 

先ほど触れられておりましたけれども、会議録については、発言要旨は、事務局でま

とめてもらうということにいたします。この辺りも含めてですけれども、何かご質問とかご

意見ございませんでしょうか。 

 

他市との比較等でというところは、例えば、今の川西市の財政の状況といった視点も

入ってくるのでしょうか。今日、その資料が特にお示しいただいてないので。 

 

財政状況は、いつも審議の前提に置くべき事項ではないかという議論が出ます。そ

れで、前回も、市の財政状況についての概要について、説明していただいた機会があ

ったと思います。 

ただ、全般に財政状況はよくないので、その辺の評価となると難しいし、またそれを、

人件費にどのように反映させるべきかというのはもう一段、高いレベルの議論が必要に

なってくるかもしれません。 

しかし、それを全く知らないままやることは出来ません。場合によっては、現在の川西

市の財政状況を考えると、我々の試案よりもっと下げてもらわないといけない。」とか、

そういう話になるかもしれないわけでして…。 

そういう意味ではクリアしておくべき重要な事項ですので、次回、その内容を市から、

偽りのない情報をお示ししていただけますか。 

 

はい。ご準備させていただきます。 

 

ありがとうございます。 

 

概略的な部分と今どれだけ独自に自主的に削減になっているのかという、全体的な

状況をわかっていただけるような資料を用意させていただいこうと思います。 
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他にどうぞ何かございましたら。 

 

前回、検討されたときに、おそらく政策課題とか、例えば、委員の日数を月額に変え

るには稼働日数とか、その影響があって月額を日額に変えられないところがあるので、

今後もそれと同等並みの稼働日数であり、政策課題が、４年前と同じレベルで今後もあ

るのかどうか、そして我々も考慮すべき特筆すべき事案があるのならば、そういう情報

を提供していただくだけでありがたいなと思います。 

 

そういう、４年前との比較で全く一緒だったら、それをそのまま維持するという形で扱

ってもいいような前提で議論ができるわけです。 

そういう情報を、効率よく整理し提示していただければと思います。 

他、何かございませんでしょうか。 

そしたら、よろしいですか。 

本日の議事は以上でございます。ご協力ありがとうございました。 

 

 


